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１　はじめに
　ネットワーク化やデジタル化による情報技術は，今まで小説，絵画，音楽，演劇などに限ら
れていた著作権を，企業経営やビジネス活動に活躍の場を広げた。そのデジタル商品の特徴は，
莫大な費用を要するソフトウェア開発に対し商品であるCDの製造費が極めて安価なことであ
り，物自体の価値ではなく知的財産などの経営情報の価値で価格が決まる点が今までの工業製
品と大きく異なる。そこで，コピーによる品質劣化がなくオリジナルと同じものを簡単に作成
できるデジタル商品を違法コピーから守るため，私的録音録画補償金制度や複製防止技術など
が作られている。ちなみに，私的録音録画補償金制度は，MDやCD-RやCD-RWによる私的使
用の録音や録画に対し著作権者へ補償金を支払うもので（著作権法30条）， デジタル商品の購
入額の一部を著作権者に著作料として配分する制度であり，複製防止技術には著作物に著作情
報などが密かに刷り込まれた電子透かしやコピーが難しいストリーミングなどがある。
　情報技術は，自然科学の利用を必須条件としていた従来の特許の壁を打ち破り，インターネ
ットを利用したビジネスモデル特許（ビジネス方法特許）を登場させた結果，理工系の研究者
だけの特許から銀行や保険や証券会社やサービス業などのいわゆる文系のビジネスパーソンに
もその道を開いた。また，経営情報がグーグル検索などで容易に入手可能になった結果，企業
間のライセンスや共同開発や業務提携などの企業間連携が以前より活発になり，音楽，映像，
コンピュータ・プログラム，コンピュータ・ゲームなどの知的財産情報が企業活動に密接な関
係を持ち始めた。
　たとえば，コンピュータ・プログラムは著作権と特許権のいずれでも保護できるようになっ
たため，ハードウェアとソフトウェアを融合させた最先端のデジタル情報機器が多く登場する
など，著作権と特許権は互いの距離を縮めようとしている。特許権と著作権に関する経営情報
は，企業経営の中核的な存在に成長しつつあるだけでなく，それらの情報がインターネットを
活用した社会（ネット社会）との関係を深める中で今までとは異なる役割を持ち，それを達成
するために情報自体を変貌させ始めている。
　ネット社会は，経営情報の中でも最も重要であった秘密情報を情報公開させるだけでなく，
逆に，特許などの公開情報を秘密情報化する両極の動きを進行させている。公開情報量を飛躍
的に増加させたネット社会は，企業に秘密情報の希少価値を認識させ，今まで公開していた情
報の秘密情報化を促したと考えられる。ネット社会が必ず情報公開や情報共有を促進させると
考えるのは大きな間違いである。ネット社会には情報循環を阻害する要因が満ち溢れており，
それを防止するには企業の経営情報の特性を的確に把握し，それぞれの情報を正確に峻別でき
る戦略的な経営情報管理が必要になる。つまり，経営情報が激しく変化するネット社会では，
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今までの情報管理ではなくネット社会に適合した新たな経営情報管理を再構築する必要がある
と考えられる。
　そこで，本論文は，経営情報としての著作権情報と特許情報と秘密情報を取り上げ，それぞ
れの関連性と相違点と類似点などを明らかにし，これらの経営情報の変化の意味するものを考
察し，その変化に対する経営戦略を研究するものである。
２　ネット社会における特許情報と著作権情報の変化
　２－１　目的と視点による変化
　⑴著作権と特許権の法目的の相違が保護の仕方を変化させている。
　著作権は文化の発展への寄与，特許権は産業の発達への寄与のように異なる法目的を持って
いたが，上述のようにコンピュータ・プログラムは特許権と著作権のどちらでも保護可能にな
った。ネット社会は著作権と特許権の適応範囲を大きく変化させただけでなく，法目的の相違
から保護の仕方の違いも鮮明化している。たとえば，特許権の場合，大学の研究室で特許とな
っている技術を確認するための試作を行っても，試験や研究目的であれば特許権の侵害になら
ない。しかし，著作権の場合，研究用だからといってコンピュータ・プログラムをコピーする
ことは著作権法の複製権の侵害になる恐れが大きい。産業の発達に寄与するためのコピーは許
されるが，著作権は文化の発展に寄与するものである理由から， 著作権には特許のような試験
や研究目的の例外規定はない。
　⑵著作権と特許権の視点の相違がソフトウェア保護を変化させている。
　著作物は「思想又は感情を創作的に表現したもの」であり， 著作権の「創作的」の意味は，
他人の著作を冒認せずに価値があればよいとされている（著作権法２条）。一方，特許法の「進
歩性」においては，その発明自体が困難である場合や，発明が既知の知識を組み合わせて容易
に考え出すことができない場合や，発明の課題を解決するのに大きな困難を伴う場合などに進
歩性があるとされる。このように著作権の創作性と特許権の進歩性は視点が明瞭に異なる。し
かし，上述のように著作権と特許権の両方で保護可能になったコンピュータ・プログラムを著
作権で保護するときは，従来の創作性の定義では不十分であり，著作権の創作性は，むしろ特
許権の進歩性に近いように変更されるべきとする意見がある。
　たとえば，中山信弘氏は「ソフトウェアの法的保護（新版）」（1988年）で次のように述べて
いる。「著作権法が技術的創作物を扱うとなると，創作性のレベルについて再検討することが
必要となろう。すなわち，技術水準からすれば陳腐であり取るに足りないプログラムについて，
たまたま最初に開発した人に，その死後50年もの間保護する必要があるのであろうか。」「機能
作品については，創作性の概念の中に，特許法における進歩性のような考え方を導入する必要
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があろう。」以上のように，著作権の創作性の見直しを望む声は少なくなく，著作権と特許権は，
法目的や創作性と進歩性の視点の相違を残しつつ，ネット社会への適合するための変化を加速
させている。
　２－２　情報公開化
　特許のような公開制度のない著作権は侵害訴訟が多く，情報公開化を望む声がある。
　日本の特許法は先願主義を採用しており，同じ特許が２つ以上存在することはない。特許法
では，たとえ同じ発明を同日に出願したときでも，両者を協議させ，どちらか一方の者のみに
特許権を与えることが規定されている（特許法39条）。一方，著作権法は，Ａ氏が著作した後，
Ａ氏の著作物にアクセスせずにＢ氏が著作したものであれば，Ａ氏の著作物もＢ氏の著作物も，
両方とも合法的に存在する場合がある。つまり，著作権は出願手続きなしで創作と同時に権利
が発生し，著作権を利用する事業者は特許権のような公開制度がないため，事業開始前の調査
で他人の著作権の侵害を発見するのは困難であり，いつでも著作権の侵害紛争に巻き込まれる
リスクがある。
　このような理由から，知的財産訴訟の中で著作権侵害が最も多く，著作権を取り扱う企業で
はビジネスの不安定を嘆く声が多い。著作権の重要性がますます高まるネット社会において，
企業間トラブルを回避するために著作権情報の公開化を望む声が大きくなりつつある。なお，
著作権の本格的な情報公開化ではないが，情報公開法や情報公開条例により著作権情報を開示
させて利用できる法改正が行われ，平成13年４月より施行されている（著作権法42条の2，18
条３項と４項，19条４項）。また，文化庁は著作権情報のネット検索システムを開始しているが，
検索可能な情報がすべての著作権ではないので注意が必要である。
　２－３　登録制度の導入
　⑴無方式主義の著作権に特許のような登録制度を設ける動きがある。
　著作権は著作物を創作すると同時に発生し，特許権のような出願，審査，登録，特許料納付
は不要である。登録しなければ権利が発生しない特許権と，登録しなくても権利が発生する著
作権は，企業での取り扱いが大きく異なる。このため著作権をビジネスに活用する企業が増加
するに伴い，企業間の著作権のトラブルが急増し，著作権の無登録であるという長所が逆に著
作権ビジネスの不安定化を招いている。ちなみに，米国はベルヌ条約の加盟国であるが，方式
主義を採用しており著作権登録制度が定められているため，著作権の公的な登録証明が必要に
なる。知的財産訴訟の多い米国では，著作権の登録制度は自分の著作権を他人の侵害から守る
上でなくてはならないものとなっている。そこで，無方式主義の日本は，日米の緊密な経済関
係を維持し，日米間ビジネスにおける訴訟トラブルを回避するためにも，著作権の登録が必要
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であるとの意見も少なくない。このような状況の下で，文化庁は新たな著作権の登録制度の普
及を目指しており，今後，日本でも登録制度に変化する可能性がある。これを利用すれば，日
本でも著作者が創作した年月日の登録を受けることができ，反証がなければ第一発行されたも
のと推定され（著作権法76条），コンピュータ・プログラムの登録を受けると創作日が登録日
であると推定される（著作権法76条の２）。
　⑵著作権の相対的独占権を見直すため登録制度を導入する可能性がある。
　著作権の侵害は特許権の侵害と異なり，侵害者が著作物の存在や内容を知っていることを要
件とする。もし，侵害者が著作者の存在を知らなければ，同じ著作権が同時に成立することも
許される。すなわち，著作権の独占権は絶対的ではなく相対的であると言える。一方，特許で
は同じ発明が登録されることは絶対にない。たとえ，まったく同時に特許申請されたときも両
者に同じ特許が登録されることはなく，両者の話し合いで決着がつかなければ，くじ引きでど
ちらか一方に決められる。特許権は同じものが２つ存在することがない絶対的な独占権を有す
るためである。これは特許権がアイデア自体を保護するのに対し著作権は表現のみを保護する
ことから由来しているが，ネット社会では特許権も著作権も同じ対象物を扱うことが少なくな
く，その整合性が崩れる可能性が高いため，著作権も登録制度を設けて相対的独占権を見直し，
絶対的独占権にすべきとの声が強くなりつつある。
　⑶著作権の登録制度の導入で権利者の立証責任を転換する可能性がある。
　特許権を侵害する場合は，侵害者がその登録特許の存在を知らなかったとの言い訳はできな
い。侵害者の実施行為が登録特許と同一ならば，その侵害者は差止請求や損害賠償請求される
可能性が高い。すなわち，特許権の場合には，侵害者の行為が実質的に模倣であったか否かは
問題とならない。一方，著作権は，たとえ同じ著作権物でも侵害とはならず，侵害者が権利者
の著作物を知って模倣したと著作権者が立証しなければ侵害にならない。このことから著作権
者は特許権者に比べ侵害訴訟において弱い立場にあると言える。現在の著作権訴訟では特許権
訴訟のような立証責任の転換（権利者が侵害行為を立証する責任を侵害者が侵害していないと
立証する責任への転換）が行われていないが，今後，著作権でも登録制度を設け立証責任を転
換させ著作権者の保護をさらに充実すべきとの意見がある。
　２－４　派遣社員や外注委託への対応の変化
　法人著作が強すぎる著作権は派遣社員や外注委託への対応が変化する可能性がある。
会社で働く従業員，取締役，監査役，派遣社員，パート従業員，アルバイト，出向社員などが
発明をしたときは，特許権者は彼ら自身であり，会社と従業員との間に特別な契約がない限り，
会社は特許を実施できる権利だけを有することができる（特許法35条）１）。一方，著作権の場
合は，従業員などが著作したとき，その著作権（財産権）及び著作人格権は従業員でなく会社
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に帰属する（著作権法15条）２）。
　すなわち，企業にとって著作権は都合が良く，逆に，従業員にとって特許権は都合が良いと
言えるが，皮肉なことに，現在の深刻な問題は著作権が企業に都合が良すぎることが原因とな
っている。たとえば，問題になるのが派遣会社からの派遣社員や外注委託会社からの委託業務
を行う人々による著作物の帰属である。ソフトウェア開発を外注委託会社に委託したとき，そ
のソフトウェアの著作権（財産権）と著作者人格権は，多額の委託料を支払ったにもかかわら
ず，委託した会社ではなく委託された外注委託会社に帰属する。同様に，派遣社員が作成した
ホームページの著作権は派遣会社に帰属する可能性が大きい。
　ちなみに，外注で作成したソフトウェアの著作権を，外注先のソフトウェア開発会社でなく
委託した会社に帰属させると定める契約を事前に結ぶことは無効であるが，著作権（財産権）
を譲渡する契約は有効である。しかし，この場合でも，著作者人格権は譲渡できないので，著
作者人格権は外注委託先のソフトウェア開発会社に帰属し，その会社が倒産や廃業などで潰れ
ない限りその会社が権利を保有する。
　同様に，看板を外注委託したときも，その看板の著作権は外注委託の看板会社が持つことに
なる。看板製作を依頼した会社は，後で看板を少し変更したいときには外注委託会社に許諾を
得る必要があるが，看板の変更を外注委託会社が許諾しないリスクもある。これは看板に限ら
ず，たとえば，商品パンフレットや広告の折り込みチラシやキャンペーン用マスコット人形や
ホームページの作成など，現在ではさまざまな業務が日常的に外注委託され，または，派遣社
員などの非正規社員の業務として常態化する中で，企業は法人著作権が強すぎる問題への対応
を迫られており，派遣社員や外注委託の業務形態の変更も含めた総合的な判断が必要になって
いる。
　２－５　私的使用の厳格化
　⑴購入後の著作物の転売や貸与が侵害に，特許品のリサイクルが侵害に変わった。
　著作物を適法に購入したものを他人に譲渡または貸与しても従来はなにも問題なかったが，
ネット社会におけるコンピュータソフトの販売やレンタルでは，契約上，転売禁止や貸与禁止
をしているものがほとんどであり，他人への又貸しは著作権の違反になる場合が多い。また，
特許権者から適法に購入したものは，その特許権者の権利はなくなり，購入者は他人へ譲渡し
ても貸与しても権利侵害を問われることはなかったが，使い終わったカメラを回収し再利用し
たリサイクル品に特許権侵害を認める判例３）がでるなど，ネット社会において特許権の利用
範囲も大きく変化している。
　⑵私的使用が許されない特許と許される著作権があり，その判別が複雑化している。
　他人の特許権をたとえ私的に使用する場合でも侵害になるが，著作権は家庭内の私的使用や
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図書館でのコピーや教材用としての使用などは著作者の許諾の必要がない。たとえば，著作権
がある書物を使用した試験問題は著作権者への許諾が不要であるが，それを過去の問題集とし
て教材に使用し配布することは許諾が必要になる。ただし，コンピュータのソフトウェアのコ
ピーはたとえ私的使用であっても著作権違反になる。ちなみに，バックアップは１セットのみ
認められているが，会社で１つのコンピュータソフトを皆が使用することは私的使用には当た
らず絶対に許されない。また，違法コピーと知りながら購入し，私用目的ではなく他人に頒布
するために持っているだけでも著作権違反になる。不要になったコンピュータソフトを他人に
売ることは許されるが，そのコピーを自分の手元に残してはいけない。このように特許権の私
的使用は許されないが，著作権の私的使用は許諾が不要な場合と必要な場合の両方があり，そ
の判別は複雑化している。
　２－６　二次利用の変化
　⑴ビデオ化やテレビ化やネット化などの著作物の二次利用が変化している。
　企業間の開発競争において改良発明が頻発し，お互いの特許を利用する関係が回避不可能な
状況になっている。そのため，選択発明や数値限定発明や用途限定発明などの改良特許が，元
の発明の権利と抵触する関係になり利用制限を受ける場合が少なくない。同様に，著作物は放
送事業者，レコード製作者，映画制作者，脚本家，俳優などの著作者隣接権を持つ者を経由し
て間接的に我々の目に触れるときが多く，著作権と著作者隣接権は重なり合って存在するため，
特に著作者隣接権には利用制限があり，著作者隣接権を持つ者の間でも権利の強弱が存在する。
著作権と著作者隣接権の利用制限は，元の特許と改良特許の利用制限と類似している。
　ところが，著作権には二次利用による著作者の保護があるが，特許権には二次利用の考え方
はなく著作権と大きく相違する。ちなみに，映画のビデオ化やテレビ化などによる二次利用の
恩恵をすべての著作者が受けられるのではなく，二次利用のメリットは原作者と脚本家が主体
であり，俳優の権利はワンチャンス主義４）になり二次利用に関する権利が極めて弱い。俳優
は特別の契約がない限り二次利用の禁止権がないため，将来のデジタル化による二次利用を考
え，最初に十分な対価を得ておく必要がある。
　一方，レコード会社はレコードを用いた放送の二次利用に対する強い請求権を持っている。
ちなみに，映画監督には映画のビデオ化やテレビ化などによる二次利用の許諾の必要はないが，
映画監督の人格権には十分配慮する必要があるため，二次利用に近い権利があると言える。こ
のように著作権には二次利用の考え方はあるが，恩恵を受けられる者は原作者や脚本家やレコ
ード会社などに限られ，俳優などへの恩恵は極めて少なく，さらにインターネットでの二次利
用など今後の課題も山積している。
　⑵著作物のリバース・エンジニアリングは今後の議論で変化する可能性がある。
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　リバース・エンジニアリング（reverse　engineering）は，競合他社の新製品を購入後分解し，
その材料，部品，構造，製造方法などの技術を調べるいわゆる二次利用に近い行為を言い，企
業では広く行われている。日本の特許法は，技術の発展のために，試験または研究のためのリ
バース・エンジニアリングを合法的に認めており（特許法69条１項），特許権者にリバース・
エンジニアリングを禁止する二次利用のような権利は存在しない。
　一方，従来の著作権法はリバース・エンジニアリングにより著作物を分解する必要がなく問
題も発生しなかったが，コンピュータ・プログラムのリバース・エンジニアリングには，コピ
ーを伴うため著作権の複製権の侵害にあたるとする意見が多い。しかし，リバース・エンジニ
アリングはアクセスを遮断したクリーンルームを使用すれば，著作権問題はないとする意見も
ある。このように，著作権法におけるコンピュータ・プログラムのリバース・エンジニアリン
グは，否定的な意見と肯定的な意見の両方があり，ケースごとに見解が分かれており，今後の
議論で変化する可能性がある。
　２－７　保護期間の長期化と短期化
　⑴著作権の保護期間は特許権より長いが，長期化と短期化の両論がある。
　特許権による独占は一般的に出願から20年間に限られ，その後は誰でも実施可能となる。そ
の特許を発明した当時は画期的な技術でも，20年も経てば技術は陳腐化し，発明者は20年間の
独占権を使って十分な利益を得られるとの考えから，特許権の存続期間は多くの国で出願後20
年間とされている。一方，日本の著作権の保護期間は，著作者の死後50年または公表後50年（た
だし映画の著作権は公表後70年に延長された。著作権法54条１項，57条１項）まで独占が継続
するため，特許に比べ長期間の市場独占が企業の健全な競争を妨げ，不当な高価格が維持され
るなどの理由から，短期化すべきとの意見がある。
　逆に，米国などの諸外国では，著作権の保護強化を目的に保護期間を70年間あるいは90年間
などへ長期化する動きが活発化しており，日本も諸外国に追随して長期化すべきとの意見もあ
る５）。音楽や美術などの芸術作品だけを保護する従来の著作権から変化し，コンピュータ・プ
ログラムなどの企業活動にも適応され始めた新たな著作権は，他の知的財産権との整合性や諸
外国との調和などを考慮した保護期間の見直しという非常に難しい課題を抱えている。
　⑵共同著作の期間は最後の死亡者から50年であり，その判断が難しい。
　共同発明者は，複数の人が関与した発明を完成させた全員であり，共同出願人は複数で特許
権を共有する権利を受ける人たちである。その共同出願特許の存続期間は出願後20年であり通
常の特許と変わらない。一方，共同著作物は共同して創作した著作物であり，その保護期間は，
著作者の中で最後に死亡した著作者の死後50年を経過するまで，著作権が著作物の全体に対し
て存続するため，その判断が難しいことが多い。
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　２－８　著作者人格権の変化
　⑴著作者人格権の必要性について議論がある。
　著作者人格権は，著作者の一身に帰属し譲渡ができない権利であり，公表権，氏名表示権，
同一性保持権が含まれる６）。著作者の死亡により著作権（財産権）は遺族に相続されるが，著
作者人格権は相続ができないため著作者の死亡と同時に消滅する（著作権法59条）６）。ただし，
実際のビジネスにおける著作権者は，個人ではなく法人であることが多く，このときは法人が
著作者人格権をもつため，その会社が破産や倒産しない限り，公表後50年という長期間の著作
者人格権が存続する。ちなみに，米国の著作権法は著作者人格権を認めておらず，多くの米国
企業は著作者人格権の必要性が理解できないとの声が強く，米国でのビジネスにおいて著作者
人格権は存在しない。
　特許権は特許権者から適法に購入したものを改造しても，権利侵害を問われることはないが，
著作権の場合は著作者人格権の存在により改造が制限されることがある。たとえば，適正に購
入したコンピュータ・プログラムを著作者に許可なく改造すると，著作者人格権を侵害したと
して訴えられる場合があり，日本でも実際のビジネスを円滑にする理由から著作者人格権の必
要性を疑問視する意見もある。
　⑵著作者人格権の不行使特約は合法で，特許権の不行使特約は違法になる。
　特許権のライセンサーがライセンシーに対し，特許権の無効審判などを行う権利を不行使す
る旨の契約を強制することは公正取引の観点から違法性が高いが，著作者人格権の不行使特約
は有効である。たとえ，著作権（財産権）を他人から譲渡されても，著作者人格権は著作者の
一身に帰属するため譲渡できない。そこで，企業の実務において，著作者人格権の不行使特約
として「著作者は著作者人格権を行使しない」という契約を提携することが多いが，これは著
作者人格権を譲渡しているのではなく，あくまで著作者人格権の行使を行わない旨を約束した
に過ぎないと考えられるため違法性はない。
　一方で，人間の人格権に金銭を支払うこと自体が問題であるとする考えもある。しかし，著
作者人格権は人格権的な面だけでなく財産権的な側面も併せ持つため，不行使特約を有効と考
えないと，著作権（財産権）に多額のライセンス料金を支払っても，著作者からの著作者人格
権を行使されるリスクが残り，不安定な著作権のライセンスを希望する企業がなくなる可能性
が高い。以上のように，不行使特約の違法性の解釈において著作権と特許権では大きく相違す
る。
　⑶遺族の名誉回復請求が著作者の死後も実質的に著作者人格権を存続させる。
　著作権は，著作権（財産権）と著作者隣接権と著作者人格権の３種類があり，著作権と著作
者隣接権の財産権は著作者の死後も遺族などに相続されるが，著作者人格権は著作者の死後は
消滅する。すなわち，著作権（財産権）は特許権と同じように相続できるが著作者人格権は相
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続できない。しかし，東京地判昭和61年４月28日判時1189号によれば，著作者の死後に著作者
人格権の侵害に関する裁判が行われた結果，遺族の名誉が傷つけられたとして損害賠償が認め
られている。すなわち，著作者の死亡で著作者人格権は相続できないが，著作者の遺族の名誉
回復請求権により，実質的な著作者人格権の存続が図られている。
　⑷特許の合体は侵害ではないが，著作物の合体は侵害になる。
　昔のように１件の特許権だけで商品が完成することは非常に少なくなった。たとえば，ハー
ドウェアとソフトウェアの合体や異分野技術と自社開発技術を合体させた最新のデジタル製品
は，100件を越える特許が組み合わされてひとつの商品になる場合が多い。そのため，異業種
企業との共同開発や企業間の特許のクロスライセンスが活発化し，この結果，複数の特許が合
体した商品開発が増加している。このように，それぞれが関係のない複数グループの異なる特
許を合体してひとつの商品を生産することは全く問題ない。
　しかし，著作権においては過去に創作し出版された著作物を合体させることが，著作権侵害
になる可能性がある。たとえば，著作物として出版されていた既刊書籍の合本は著作権侵害に
なるとの判例がある（東京地判昭和51年11月５日著判）。これは合本を行った出版社が著作者
の同一性保持権を侵害したとして，損害賠償の請求を認めたものである。このように，特許の
合体で侵害は発生しないが著作権の合体は侵害になる場合がある。
　⑸特許侵害訴訟は名誉毀損にならないが，著作権訴訟は名誉毀損になる場合がある。
　特許権を侵害すると考えられる企業を特許権の侵害裁判に訴えた企業が，逆に，その企業が
特許権の無効審判をして反訴することは通常行われている。たとえ，無効審判で特許権が無効
になり侵害ではなかった事実が判明しても，特許権の侵害裁判を訴えた企業が名誉毀損で逆に
訴えられることはない。しかし，著作権侵害で訴えた裁判では，反訴の名誉毀損や慰謝料の請
求が認められる場合がある。たとえば，学生が恩師に対し学術論文の著作権侵害があったとし
て損害賠償や謝罪広告を求めたが，表現内容が類似とは認められないとして侵害を否定され，
恩師による反訴が勝利し，学生は恩師に対し名誉毀損による慰謝料300万円と全国紙への謝罪
広告を科せられた（東京地判平成４年12月16日判タ832号）。著作権侵害で訴えるときには，名
誉毀損などの反訴に注意を要する。
　２－９　デザインに関する変化
　⑴デザインに関するアイデアは意匠権でも特許権でも出願でき，変更も可能である。
　特許法はアイデアを保護し意匠法はデザインを保護するため，それぞれの保護対象は明らか
に異なる。しかし，特許法の第13条と意匠法の第46条には，特許は意匠に変更でき意匠は特許
に変更できると規定されている７）。すなわち，デザインに関するアイデアであれば，意匠権で
も特許権でも出願でき，その選択権は出願者にある。たとえば，踵のないダイエットスリッパ
ネット社会における経営情報の変化とその対応
- 17 -
のアイデアが重要なのか，それともダイエットスリッパのデザインが重要なのかは出願者の考
えで決まり，意匠か特許かは出願者の判断に委ねられる。自動車のタイヤの溝の形状が，冬の
凍結した道路でも制動距離を短くするアイデアであれば特許出願でき，そのタイヤの溝の形状
が新規で創作性に富み美的感覚を伴うデザインであれば意匠出願も可能である。たとえ，意匠
出願した後，気が変わっても特許出願に変更でき，逆に，特許出願から意匠出願に変更するこ
とも可能である。特許庁における意匠審査と特許審査の判断は当然相違するので，まず登録さ
れる可能性が高いと思う方で申請し，審査経緯を見ながら途中で意匠から特許へあるいは特許
から意匠へ変更することは良く行われている。
　ちなみに，米国では意匠と特許は同じパテントで保護されており，あえて区別するときには
意匠をデザインパテントと呼び，商品のデザインや形状に関する発明は意匠と特許の明確な区
別はなく，米国のデザインは特許で保護される。しかし，日本では，保護期間（意匠は登録後
15年間で特許は出願後20年間であり，出願から登録までが長いと意匠の方が長期間になること
も多い）や秘密意匠制度８）や部分意匠制度９）や関連意匠制度10）などのように，意匠だけのメ
リットも多いので，意匠情報にするか特許情報にするかは企業の重要な経営判断となる。
　⑵意匠権は物品のデザインであるが，著作権は物品がなくてもデザインを保護できる。
　意匠権は，物品のデザインであるため物品を離れては存在しないが，著作権はたとえ物品が
存在しなくても人間の五感に残存すれば成立し，さらに，対象の物品が異なっても複製権の侵
害になる利点がある。しかし，意匠権は審査主義のため無審査主義の著作権に比べ権利範囲が
明瞭であり，また，意匠権には一定期間公開を免除される利点や，訴訟時には侵害者に立証責
任があるため意匠権者が有利になるなどの著作権にはないメリットが少なくない。そこで，実
際の企業活動において，主要な商品だけを意匠出願し，その他は著作権で保護するのが一般的
である。
　⑶デザインは著作権で保護されるが，量産した服のデザインは意匠権で保護される。
　フリーのデザイナーが服飾のデザインを創作したときは，そのデザイナーがその著作権を保
有する。そのため，第三者がそのデザインを勝手に無断複製すると著作権の侵害となり，損害
賠償や差止請求の対象となる。しかし，著作権はそのデザインの創作表現だけに関する権利で
あって，そのデザインをもとに量産した服のデザイン自体に権利は及ばない。量産する服のデ
ザインは，著作権ではなく，工業的な量産を前提とする意匠権により保護される。絵画や写真
をプリントした服を量産するときは，企業は絵画の製作者や写真の撮影者にある著作権だけに
注意を払うだけでなく，工業的な量産品を保護する意匠権を特に注意すべきである。しかし，
例外的ではあるが工業的な量産品であっても博多人形のように芸術性の高いものは，著作権で
も保護される場合がある。この博多人形の事例でも著作権と意匠権の両方の成立が可能であり，
創作的なデザインを持つ量産品は意匠出願を忘れないことが大切である。
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　⑷企業デザイナーのデザインの著作権は会社が持ち，意匠権はデザイナーが持つ。
　企業に勤務するデザイナーが創作した服飾のデザインは，デザインを創作したデザイナーが
著作権を持つのではなく，デザイナーが勤める企業が著作権を持つことになる。つまり，著作
権では強い法人著作が認められており，企業に勤務するデザイナーが職務上創作した著作物は
企業に帰属する。前記のフリーのデザイナーと企業のデザイナーは著作権で大きく異なるので，
企業はデザイナーの雇用方法に注意を払う必要がある。一方，意匠権においては，企業に従事
するデザイナーが職務上考えたデザインであっても，その意匠権はデザイナーのものとなる。
実務上，デザイナーにデザインの対価を与えて企業に譲渡するよう勤務規則に定めていること
が多いが，著作権は企業に帰属するので，そのような勤務規定はあまり意味がない。企業に都
合のよい著作権と従業員が権利を主張できる意匠権の特徴を考慮し，その企業に適した経営情
報戦略を構築する必要がある。
　２－10　ブランドに関する変化
　⑴真正商品の並行輸入は特許権では問題だがブランドを保護する商標権は問題ない。
　真正商品の並行輸入業者に対して日本の特許権を行使するには輸入禁止の特約が必要とな
る。輸入禁止の特約がない特許品が，日本への輸入を差し止められることはなく，逆に，輸入
禁止の特約をつければ，特許権者は譲受人や転得者にも輸入差止めができる。一方，ブランド
保護のための商標権を持つ真正商品の並行輸入は，商標の出所表示機能を害することがないた
め，日本の商標権の侵害とならない。上記の判断の相違は，取引における出所表示機能やブラ
ンドを守る商標権と，特許権者の独占権を保護する特許権の考え方の違いによる。特許権と商
標権の目的は共に日本の産業を発展させることであるが，特許権は特許権者の利益保護を主体
とし，商標権は商標権者の利益よりもユーザ保護を重視するために，このような相違が生じた
ものと考えられる。なお，国内で販売されるものと同じ音楽レコードで国内販売禁止の著作物
の輸入は著作権の侵害になる（著作権法113条５項）。
　⑵アイデアの保護は20年間であるが，商標ブランドは永遠に保護される。
　第二次世界大戦後に，外国企業の特許製品に関してライセンス契約を交わし，日本で製造販
売を始めた企業があったが，60年を超える歳月を経過した現在でも，その企業は外国企業にラ
イセンス料を支払い続けている。この理由は，その特許権は日本でも外国でもすでに消滅して
いるが，いまだに製品の商標権が存続しており，商標ブランドのライセンス料を支払う義務が
あるためである。そこで，その日本の企業は，商品自体はそのままでブランド名だけを変更す
る提案を顧客に事情を説明しお願いしたが，ほとんどの顧客から拒否されブランド変更に失敗
している。60年間も慣れ親しんだブランド名が変わることに対し顧客は不安を覚え新しいブラ
ンドへの変更を頑なに拒んだものであり，企業はブランドの顧客吸引力の偉大さにあらためて
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痛感させられている。このように，実際のビジネスでは特許権と商標権が一緒にライセンス契
約される場合が多いが，永久の保護期間を持った商標ブランドのライセンス契約は慎重に判断
することが必要になる。
　⑶商標権は指定商品に限定されるが著作権は商品が異なっても適応される。
　商標権の保護には商標区分（商品が１～34，役務が35～45）あり，その商標の保護範囲は指
定商品だけに限定されるが，著作権は指定商品以外の商品でも複製権の侵害になる。しかし，
商標権は審査登録主義のため無審査主義の著作権に比べ権利範囲が明確であり，訴訟時に商標
権者の立証責任がないことなどから，主要な商品や役務だけ商標出願し，その他の商品や役務
は著作権で保護するのが一般的である。
　２－11　ネット社会に関する変化
　⑴ボランティア活動は著作者への許諾が不要だが，特許では侵害になる。
　非営利でかつ無料で営業を目的としない上演・演奏・上映などは，出演者などに報酬が支払
われるときや販売促進のための無料演奏を除いて，著作者の許諾は不要であり（著作権法38
条）11），いわゆるボランティア活動は著作権侵害を心配する必要がない。しかし，特許の場合は，
たとえ非営利目的の研究者であっても特許権侵害の可能性が高い。特許権の効力は，特許法69
条１項に「特許権の効力は，試験または研究のためにする特許発明の実施には及ばない」と規
定されているが，非営利目的の研究活動に言及されていないため特許権の侵害になる可能性が
高い。たとえばネット上のボランティア活動だから問題ないなどと簡単に考えるのではなく，
特許情報と著作権情報の違いを忘れずに判断する必要がある。
　⑵ネット社会は出願が必要な特許より出願が不要な著作権との馴染みが良い。
　出願のない発明は新規性や進歩性や先願の判断ができないため，特許では出願が必要になる。
しかし，インターネットが築き上げたネット社会は，たとえ自分が発明者や開発者であっても
その権利を主張して独占することはせずに，できるだけ多くの人と情報共有して自分の成果を
役立ててもらうボランティア活動が中心となっている。上述したリナックスの創始者であるリ
ーナス・トーバルス氏とそのボランティア仲間は特許で独り占めせず，世界中の人々が無料で
自由に利用できるものを作り出した。これは，ネット社会が生み出した新型の知的財産と言え
るが，これを特許化できる国は世界中どこにもにない。
　一方，著作権は，著作直後に出願をする必要がないことから，先ずネット社会の全員に自分
の著作物を公開することにより，それが多くの人に好評で役立つものであれば，後で著作権に
より対価を得ようとする考えが主流になりつつあり，特許権に比べ著作権はネット社会に馴染
みやすいと言える。ちなみに，リーナス・トーバルス氏は特許権を保有しないが著作権を保有
している。今後，ネット社会に生き残る知的財産情報が特許権か著作権のどちらに近いものに
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なるかが注目される。
　⑶インターネットなどの情報技術は著作権のボーダーレス問題を浮き彫りにした。
　インターネットによる著作権は，利用者のいる受信国かサーバのある発信国かは非常に難し
い問題であり，情報技術によるボーダーレス化は，従来の属地主義12）の考えを変えようとし
ている。インターネットは同時に多数の国で受信できるため，同じ著作物でも各国で異なる著
作権法により侵害の判断や裁判管轄権の判断などが異なるため，各国でさまざまな著作権トラ
ブルが発生する可能性がある。ベルヌ条約は，世界のほとんどの国が加盟する著作権条約であ
るが，著作権法の世界統一にはまだ相当長い時間が必要であると考えられる。一方，国境のな
いグローバル経済の下で特許独立の原則は多少色あせぎみであるが，特許は著作権のような大
きな問題に発展しないと考えられる。情報技術革新によるネットワーク化やデジタル化による
海賊版などの不正コピーの氾濫や著作権を無視したインターネットによる放送の急増などに象
徴されるネット社会は，特許に比べ著作権により大きな影響を及ぼすためである。著作権を取
り扱う日本企業は，ボーダーレス化した情報技術の直撃を受けやすく，今まで取引もなかった
外国企業との著作権問題が突然起きるリスクを抱えていることを常に忘れてはいけない。
　⑷ネット社会では国が多くの特許を保有するが，国が著作者になることはない。
　ネット社会は技術開発競争を企業間から国家間のグローバル競争に拡大した結果，日本でも
多額の税金を投入した国家プロジェクトがさかんに行われ，その研究成果である特許権は日本
国が保有する。特許権の排他的で独占的な性格から，国家が保有する特許とはどのような意味
があるか議論すべき点も多い。開発費や研究者や研究設備などの面で日本の民間企業の開発に
は馴染まない巨大プロジェクトや，外国との技術開発競争において民間企業の努力だけに任せ
ていては外国に遅れをとる可能性が高い最重要プロジェクトを日本国自らが開発して特許権を
取得し，実施を希望する企業に安価でライセンスすることで，日本の産業を発展させるために
国有特許があると考えられる。しかし，著作権においては，このような特許権の考えはなく，
逆に，国家による官公文書は一般に公示して周知させるものであるから著作権の保護を受けな
いとする判例（東京地判昭和52年３月30日著時845号）があるように，国家が著作権者になる
ことはない。上記のように，ネット社会は国に著作権を認めることがない反面，国が保有する
特許の数を増加させている。
　上記のように， 著作権情報と特許権情報は，同じ知的財産権に関する経営情報でありながら
異なる方法でネット社会に適合しようとしており同床異夢の関係にあることが分かった。これ
らの経営情報は， ネット社会の情報技術との整合性を確保するためにさらに変化すると考えら
れるが，企業にはその変化の完了を待っている時間の余裕はなく，経営情報の変化を事前に予
測した経営戦略の構築が必要になる。
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３　ネット社会における秘密情報の変化
　情報には公開情報と公開されない秘密情報がある。公開情報には，国家が公開する知的財産
権情報を始め，新聞，書籍，雑誌，専門誌，白書，学協会月報，学会発表予稿集などの書籍情
報，インターネットや電子メールなどのウェブ情報，テレビやラジオの放送情報などがある。
一方，秘密情報には，企業のトレードシークレットや熟練者のノウハウやプライバシーに関す
る顧客情報などがある。ところが，企業はネット社会に適合するため，秘密情報と公開情報と
の新たな境界の線引きを始めており，次に述べるように，秘密情報を公開する動きと公開情報
を秘密情報化するまったく逆の変化が同時に進行している。
　３－１　秘密情報の情報公開化
　⑴会社の従業員の履歴書，業績評価結果，自己申告，職務歴などの人事情報は秘密情報であ
ったが，終身雇用や年功序列の崩壊後に成果主義が台頭し，自分の人事に関する秘密情報を積
極的に社内に公開し，参加を希望するプロジェクトメンバーへの自己PRや上司以外の客観的
な人事考課のために活用する企業が増加しており，このような企業内の秘密情報の公開化が今
後さらに加速すると考えられる。
　⑵リナックスのように，今まで秘密情報であったソフトウェアのソースコードをあえて公開
するオープンソース方式を採用する企業が増加している。これは自分の考えをネット上で情報
公開し，それに賛同するボランティアと共同で開発する新たなイノベーション手法であり，こ
のような秘密情報の情報公開化がソフトウェア以外の企業でも共同開発を加速する可能性が高
い。
　⑶リコール情報隠しや不具合情報の隠蔽や談合問題などが社会問題になる中で，それを契機
に企業の秘密情報の情報公開化が加速しており，さらに，開かれた企業を積極的にPRするた
め企業情報の公開を宣言する企業も現れている。企業が保有する秘密情報の情報公開化は，企
業にクリーンなイメージを与え，市場における企業価値を高める効果がある。
　⑷製品の信頼性や安全性を揺るがすPL（product liability製造物責任）問題が多発し，企業
は商品に関する情報公開を積極的に行い顧客重視の姿勢を鮮明にしている。なかでも，食の安
全のためのトレーサビリティ（traceability）に関する情報公開が顕著である。食品の原材料
およびその産地や配合方法や栽培方法や加工方法など，今まで企業の秘密情報であったものを
情報公開し，企業は顧客からの信頼回復を図ろうとしている。
　⑸団塊世代の大量退職が，会社の熟練者の技術ノウハウを公開させる動きを活発化させてい
る。熟練者の勘と経験に基づいた秘密情報は，公開したくても公開できない情報であることが
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多く，本人もその存在を知らない場合が少なくなく，さらに，熟練者は秘密情報の公開が会社
での自分の存在価値の低下につながると懸念し情報公開を躊躇することが多いため，これらの
秘密情報の公開は容易ではない。熟練者にノウハウ（know-how）だけでなくノウワイ
（know-why）の公開化を要求する企業もあるが，これが達成されている企業はまだ聞いたこ
とがない。しかし，熟練社員の大量退職を控えた企業では，これらの秘密情報の公開は待った
なしの課題になっている。
　⑹パート従業員や派遣社員の急激な増加が，社内の秘密情報を正規社員以外にも公開しない
と日常業務に支障がおきる状況になっている。パート従業員や派遣社員への守秘義務が正規社
員のように厳格に管理できないだけでなく，正規社員のように競合他社への転職も規制できな
いため， パート従業員や派遣社員への秘密情報の公開は，実質的に秘密情報の廃止に近いもの
になっている場合が多く，勤務形態の変化がもたらした秘密情報の情報公開と言っても良い。
　⑺商品開発に関する成功情報より失敗情報の方が役立つことを認識した経営者は，今まで秘
密情報として社内に埋没していたネガティブ情報や失敗情報を公開させ，それらの情報共有に
より同じ失敗を繰り返さないだけでなく，その情報から新たな開発シーズを発見させるために
失敗情報の公開を義務化する企業が多くなっている。しかし，失敗情報の公開を拒む社員が後
を絶たたない問題や，公開された失敗情報の有効活用など課題も少なくない。
　⑻サプライチェーンマネジメント（supply chain management）は，生産者，卸売業者，輸
送業者，倉庫保管業者，小売業者という異なる企業間の情報共有を基本とする。そこで，関連
企業との情報共有のために，企業の秘密情報を公開する企業が増加している。
　⑼インターネット取引や電子決済の活用が，企業内の意思決定のスピードを速めたため，今
までのような企業内の秘密情報の厳密な手続きをしていたのでは，それらの業務が滞る事態に
陥っている。電子情報化によるスピード経営が秘密情報の公開を促している企業が増加してい
る。
　⑽企業の経営情報の電子化が進んだ結果，ウイルス対策やハッカーやクラッカーやサイバー
テロの防止技術などの秘密情報のシステム維持費用が非常に高額になり，費用面から秘密情報
を断念し情報公開化を決断する企業が増えている。
　⑾従来の一社単独開発ではなく，開発費の削減のため他社との共同開発を導入する企業が増
加しており，その共同開発の成果は秘密情報にすることが難しいため，経営情報の中で公開情
報の占める割合が高まる企業が増えている。
　３－２　公開情報の秘密情報化
　特許取得は20年間の排他的独占権による模倣禁止のため，実質的な市場独占が可能で大きな
利益が得られる反面，出願から１年半で必ず情報公開され競合他社が知ることになる。一方，
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秘密情報は，特許のように出願しないため競合他社に知られることなく永遠にその効果が続く。
企業の開発成果を，特許出願して情報公開するか，秘密情報として公開しないかの判断は非常
に重要な経営判断であるにもかかわらず，一般的に開発者と知的財産部だけで特許出願され社
外に情報公開されることが多く，その判断を経営者や営業部門がまったく知らず，後で問題に
なることも少なくない。そこで，今までの特許出願一辺倒による情報公開を見直し，秘密情報
化する動きが顕著になっており，次のような条件のときは秘密情報にする判断がされることが
多い。
　⑴特許取得の可能性が低いものは秘密情報にすべき。
　特許出願しても特許取得の可能性が低いものは，出願で公開せずに秘密情報とすべきである。
しかし，出願前に行われる先行技術調査で特許取得の可能性が低いものでも登録される場合も
あり，その判断は容易ではない。逆に，先行技術調査で特許取得の可能性が低いとされる方が，
公知情報に接近しているため強力な基本特許になることもあるので，この判断は開発者だけで
はなく弁理士などの専門家や営業部門も含めた特許出願検討会を開催し，慎重に判断すること
が必要である。
　⑵他社の製品調査で秘密情報が発見される可能性が低いものは秘密情報にすべき。
　新製品の発売と同時に競合他社によるリバース・エンジニアリングが始まるが，競合他社が
調査分析しても秘密情報を解明できないものであれば秘密情報にすべきであり，逆に，競合他
社が容易に発見できる情報は特許出願すべきである。このようにリバース・エンジニアリング
する競合他社の調査能力が判断基準になるため，普段から他社の研究者の調査能力や研究装置
を把握しておくことが重要である。
　⑶情報の経済的価値が20年間以上存続可能ならば秘密情報にすべき。
　不正競争防止法の模倣禁止期間は３年間，実用新案権は10年間，特許権は20年間，著作権は
著作者の死後50年のように期間が限定されているが，秘密情報には保護期間がなく希望すれば
永久に保有できる。しかし，秘密情報が守秘されていても，競合他社の技術進歩に比べその技
術の陳腐化が激しくなれば秘密情報の経済的価値は著しく減少する。そこで，その情報の経済
的価値が20年間以上継続する可能性が高ければ，特許出願せずに秘密情報とすべきである。つ
まり，競合他社がその情報に何時追随できるかを予測することが必要になるため，その情報の
先進性や革新性と競合他社などの技術進歩の速度の両面からの判断が重要になる。
　⑷ペーパーパテントになる可能性が高ければ秘密情報にすべき。
　ペーパーパテント（paper patent）とは，特許が成立し特許料を納付し特許権を取得するが，
事業化する予定がない特許のことであり，他社が特許を侵害したときだけ侵害訴訟などで権利
行使を行い，ライセンス料を受け取ることが目的の特許である。これは特許の排他的独占権の
乱用であるだけでなく何の利益も生まないため，秘密情報にすべきである。ちなみに，日本企
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業の保有する特許の半数以上がペーパーパテントであると言われている。
　⑸競合他社が改良技術を開発する可能性が高ければ秘密情報にすべき。
　特許公開後に競合他社が改良する可能性が高ければ秘密情報にすべきである。言い換えれば，
情報の完成度が高く改良される可能性が低ければ特許申請すべきであるが，未完成に近い情報
のときは，今しばらく特許申請を自粛し秘密情報のままで開発を継続すべきである。しかし，
最初から完成された情報はほとんどなく，１日の違いで特許にならない可能性もあり，その判
断は容易ではない。また，開発者本人は自分の開発成果の完成度を甘く評価する傾向が強いた
め，開発者以外の第三者による完成度の評価が判断基準になる。出願日から１年半の公開まで
の間に，開発者が引き続き開発を担当し改良技術を完了できるならば特許出願も可能であるが，
その開発者の人事異動や開発担当の変更など，開発者本人の意思とは異なる変化も十分配慮し
て判断することが大切である。
　⑹特許維持費用が秘密情報管理費用より高かければ秘密情報にすべき。
　一般的に国内特許は弁理士費用も含めて１件で約200万円，外国特許は翻訳費用も含めて１
件で１カ国に約300万円が必要になる。他方，秘密情報の維持費用は保管棚や金庫などのハー
ド面だけでなく，情報セキュリティのためのシステム維持費用や人権費が必要であり，特許維
持費用よりも高額になることも少なくない。一般的に，外国出願の費用が高いため限られた外
国への出願になることが多く，出願しない外国では公開情報としてだれでも実施可能になるた
め不利益が大きく，この点から特許出願を断念し秘密情報にする企業が少なくない。
　⑺特許出願する外国が知的財産を尊重しない国であれば秘密情報にすべき。
　米国は中国に対し知的財産権を尊重しない国として強く警告しているが，世界には知的財産
情報を保護する国だけではなく特許などの公開情報を悪用する国も多い。その主要な販売や生
産が行われる国が知的財産権を公正に実施できないならば，特許申請などで公開情報にせず秘
密情報にする企業が増えるのは当然である。なお，日本や米国などの知的財産を尊重する国に
だけ特許申請し，中国などには申請しない企業があるが，これは大きな誤りである。中国では
日本の特許が公開されると，中国への特許申請の有無に関係なく即座に中国語に翻訳され関係
者に公開されるため，秘密情報化するには日本も含めたすべての国で特許申請を止める必要が
ある。しかし，今は知的財産権を公正に実施できない国でも20年間に改善できる可能性もあり，
その国の知的財産の保護に対する取り組みを考慮して判断すべきである。
　⑻中核技術に関する基本情報ではなく周辺技術に関する情報ならば秘密情報にすべき。
研究開発成果は１つの技術ではなく，さまざまな周辺技術の組み合わせであることが多い。そ
の情報が基本的な中核技術ならば特許出願し，逆に，周辺技術ならば秘密情報とすべきである。
中核技術の特許の排他的独占権と周辺技術の秘密情報の組み合わせは，競合他社の模倣阻止に
極めて有効である。しかし，研究開発の進捗に伴い周辺技術と考えていた情報が中核の基本情
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報の変わることは珍しくなく，その情報の将来性や拡張性も含めて慎重に判断する必要がある。
　⑼秘密情報化が情報の塩漬け状態になる可能性が低ければ秘密情報にすべき。
　企業内の秘密情報は厳格なアクセス制限を行うため，たとえ社員でもその存在さえ知らない
塩漬け状態になるリスクがあるが，秘密情報の厳格な管理と積極的な活用の両立が可能な企業
ならば，秘密情報にすべきである。しかし，秘密情報の活用という一見矛盾した情報管理を実
践している日本企業は非常に少ないのが現状である。
　⑽ライセンス料を得る可能性が少なければ秘密情報にすべき。
　他社がライセンスを望む情報であれば，秘密情報ではなく公開情報の特許にすべきであるが，
その可能性が少なければ特許で公開してライセンシーを探す必要はなく，秘密情報にすべきで
ある。
　⑾業界標準取得の可能性が低ければ秘密情報にすべき。
　その情報が業界標準になる可能性が高ければ特許を取得し，その特許情報を活用して自社の
業界での影響力を高めブランド向上に寄与させるべきであるが，その情報で業界標準が取得で
きそうもないなら秘密情報にすべきである。
　⑿競合他社の商品との互換性があまり問題にならいなら秘密情報にすべき。　
　自社商品と他社商品の互換性が問題になるときは，業界内の競合他社とそれぞれの保有する
秘密情報の公開が必要になるが，互換性の問題が少なければ秘密情報にすべきである。
　⒀社外発表の機会を失い技術者の開発意欲を喪失しなければ秘密情報にすべき。
　技術者が学会発表や特許出願を望むのは常であるが，このような社外発表による情報公開を
禁止したときの技術者の不満や開発意欲の減退があまり大きくなければ，秘密情報にすべきで
ある。情報公開を禁止することは企業内の技術者の自己実現の場を奪うことになるが，それを
望む社員が少ないのであれば秘密情報にし，その代わりに社内表彰や昇給などで処遇すれば足
りると考えられる。
４　情報循環による経営情報の活用
　上記の秘密情報の公開情報化と公開情報の秘密情報化は，矛盾したことではなく，今まで企
業で十分なされてこなかった情報管理を，ネット社会に適合したものに作り変えるように我々
に教えてくれていると考えるべきである。経営情報の中でも特許情報と著作権情報と秘密情報
は互いに影響しあって大きく変化しており，企業の経営情報の管理方法は早急に見直す必要が
ある。さらに，経営情報の中には， 秘密情報でも公開情報でもない今まで見過ごされていた情
報や，注意も払わなかった失敗情報や，少数意見のため異端情報として蔑視されてきた情報や，
関連性がないと考えられてきた異分野情報などの重要な情報が多く，それらを熟知した経営情
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報スペシャリストの育成と彼らによる情報管理が必須になると考えられる。
　この経営情報スペシャリストは， 公開情報と秘密情報を的確に峻別できるだけでなく，重要
な失敗情報や少数意見情報や異業種情報などを識別でき，それらを最大限に活用する企業内の
情報循環（circulation of management information）を構築できる人である。情報管理は情報
を守秘するための管理方法と誤解されることが多いが，ここで言う情報管理は，情報を活用す
るための情報循環を主体とした管理であり，たとえば秘密情報を誰の目にも触れささないだけ
では，その情報管理は十分とは言えず，秘密情報さえも情報循環が必要になると考えるもので
ある。
　ネット社会は情報共有や情報公開が積極的に行われ，いつでもどこでも誰でも同じ情報が得
られる情報循環社会になるというのは幻想である。上記のように，ネット社会は公開情報の秘
密情報化など，情報公開とは逆の要素も持ち合わせており，むしろ情報循環が悪い企業が多く
なる傾向が強いと言える。そこで，ネット社会における企業の情報循環を阻む事例について考
察する。
　⑴電子メールや電子決済などが情報循環を悪くする。
　企業内の上司の命令は部下への一方通行の情報伝達であり情報循環ではない。ちなみに，放
送や教師だけがしゃべり続ける講義も一方通行の情報伝達に過ぎず情報循環ではない。情報循
環は双方向に行われて初めて意味を持つものであり，従来の企業内の報告・連絡・相談はフェ
ースツーフェースが主体で情報循環が可能であったが，ネット社会における電子メールや電子
決済は情報循環とは言いがたい。
　⑵ネット社会における企業の複雑な組織が情報循環を悪くする。
　企業は成長とともにその組織を複雑化し，多くの情報が組織内を駆け巡る血液循環に似た情
報共有システムを持った複雑で大きな階層型組織やマトリックス組織を完成させる。しかし，
この情報循環の流れに乗れない人も存在し，特に開発者や技術者は流れに取り残されやすく重
要な情報が滞ることも少なくない。とりわけ，優秀な開発者は所属組織の他に複数のプロジェ
クトに参加することが多くなるため，彼らの周辺では情報の逆流や停滞が頻発することになる。
　⑶企業の成果主義が情報循環を悪くする。
　企業の成果主義が従業員を成果の出しやすい業務や短期で必ず成果が出る仕事に導くため，
成果を出すのが難しい部門や成果が分かりづらい業務の情報循環が悪化する。つまり，情報循
環の良い部門と悪い部門が共存するため，企業内の情報の偏りが激しくなる。成果主義を実践
する企業では，新商品の開発成功や新技術による生産性向上や市場シエアの拡大などの成功情
報は，あえて情報循環させなくても企業内に情報が満ち溢れるが，成果に結びつく可能性の低
いと思われる情報などの循環は極端に悪くなる。
　⑷企業内の非公式ネット組織が情報循環を悪くする。
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企業内のネットで結ばれた人脈やネットコミュニティによる企業内の非公式ネット組織内の情
報の流れが大きくなると，正規の組織で結ばれた情報循環を悪くする。これは非公式ネット組
織から正規の組織へ情報が逆流するため，情報の新鮮さへの疑問や情報の信頼性の疑念が発生
し，ときには非公式ネット組織を優先するあまり正規の情報循環を遮断する者も現れるためで
ある。非公式ネット組織はネット社会の特徴であるが，企業内の適正な情報循環を阻害するよ
うであれば，ある程度の規制が必要になる。
　⑸スピード経営が循環の悪い情報を敬遠するため情報循環を悪化させる。
　ネット社会におけるスピード経営は，スピードの遅い情報を敬遠するため，それらの情報循
環を悪化させる。スピード経営を犠牲にしてまで，今まで見過ごされていた少数意見の異端情
報や注意も払わなかった失敗情報や異分野情報に時間をかける経営者は皆無である。これらの
情報に経営者の興味がないことを悟った社員は，スピード経営に沿った情報だけを取り扱うよ
うになり，企業内の情報循環に極端な偏りが発生する。そのような企業では，社外情報より社
内情報，顧客情報より生産情報，失敗情報より成功情報，異端情報より定説情報が主に使われ
るため，経営判断を誤ることが多くなる。
　⑹情報過多が情報循環を悪くする。
　ネット社会では情報量が爆発的に増加し，それに伴い企業内の情報量も急増する。そのため，
循環させる情報とさせない情報を勝手に判断して情報循環を悪くする傾向が強くなる。なかで
も，経営者や管理者が多量の情報を社内に循環させると業務効率が悪くなると懸念し，循環さ
せる情報を制限し情報循環を悪化させることが多くなる。大切なことは循環する情報を効率的
に峻別する能力を持つ経営情報スペシャリストを育成することであり，決して情報の入り口を
制限してはならない。
　このようにネット社会は企業の情報循環を悪化させることが多いことが分かった。企業にお
ける適正な情報循環が，経営情報を積極的に活用した企業を作り，激しく変化する経営情報を
先取できる企業風土を構築できると断言できる。
５　まとめ
　本論文は，経営情報としての著作権情報と特許情報と秘密情報を取り上げ，それぞれの関連
性と相違点と類似点などを明らかにし，ネット社会におけるこれらの情報の変化を研究し，次
のことが判明した。
　⑴経営情報には特許権や著作権などの公開情報と企業内の秘密情報があり，それぞれが複雑
に重なり合い従来とは異なる役割を持ち始めており，それらの経営情報は企業での重要性が高
まっている。
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　⑵著作権に関する経営情報において，とりわけ，著作権の登録制度問題と保護期間延長問題
と著作者人格権問題などの動向を注視すべきであり，さらにデザインとブランドと経営情報と
の関係の変化への対応が重要である。
　⑶ネット社会は，秘密情報を情報公開させるだけでなく，逆に，今までの特許出願などによ
る公開情報を秘密情報化する動きの両方を進行させており，企業は公開情報と秘密情報の新た
な線引きを始めている。
　⑷ネット社会は情報循環を阻害する要因が満ち溢れており，企業はそれぞれの経営情報を的
確に峻別できる経営情報スペシャリストと彼らによる情報管理が必要になる。
注）
１）職務発明に関する特許法35条には，会社内で発明した特許を受ける権利は，発明した従業員にあると規定
されており，発明者が出願人になることが規定されている。しかし，実際には発明した従業員は名ばかり
の発明者に過ぎない場合が多く，会社が対価を支払うことなしに通常実施権を有するだけでなく，予約承
継により実質的な特許権者となる出願人は従業員から会社に移転される場合がほとんどである。
　特許法35条１項：会社は対価を支払うことなしに通常実施権を有する。
　特許法35条２項：会社は特許を受ける権利を予約承継することができる。
　特許法35条３項：会社は従業員に対価を支払わなければならない。
　特許法35条４項と５項：対価の額の定め方。
２）著作権法15条：法人の発意に基づきその法人等の業務に従事する者が職務上作成する著作物で，その法人
等が自己の著作の名義の下に公表するものの著作者は，その作成の時における契約，勤務規則その他に別
段の定めがない限り，その法人等とする。
３）毎日新聞2007年４月24日（高倉友彰）
レンズ付きフィルム「写ルンです」を使用後に回収してフィルムを詰め替えた商品を販売した２社に対し，
開発元の富士フイルムが特許権侵害を理由に２億4000万円の賠償を求めた訴訟で，東京地裁は，計約4100
万円の支払いを命じた。設楽隆一裁判長は判決で「２社の詰め替え品は製造方法の特許を侵害する」と指
摘した。判決は，2006年１月に知財高裁が示した「特許発明の本質的部分を加工・交換した場合にはリサ
イクル品にも特許権が及ぶ」との基準に従い，特許権侵害を認めた。
４）ワンチャンス主義：録音録画禁止権は，権利者の許諾を得て映画制作者に固定された実演を録音録画する
場合には適用されない（著作権法92条２項）。
５）http://internet.watch.impress.co.jp/cda/news/2006/09/22/13380.html
日本文藝家協会など著作権関連16団体からなる「著作権問題を考える創作者団体協議会」は，著作権の保
護期間を現在の「死後50年」から「死後70年」に延長することを求める共同声明を発表した。協議会の議
長を務める日本文藝家協会の三田誠広副理事長は，「欧米諸国などほとんどの先進国は著作権の保護期間を
著作者の死後70年までとしており，日本もこうした動きに足並みを揃える必要がある」と共同声明の趣旨
を説明。「日本政府は知財立国を目指すとしているが，日本だけ著作権の保護期間が短いということは，そ
れだけ日本の財産が失われることになる」とした。また，日本においては，第二次大戦中に日本が連合国
側の著作権を保護していなかったという理由から，連合国側の著作物について約10年間の保護期間を加算
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する「戦時加算」の制度がある。協議会では，こうした戦時加算制度は極めて不適切な措置であり，廃止
を求めていくとして，そのためにも著作権の保護期間を欧米と同様の死後70年に揃える必要性があるとし
た。 
６）著作者人格権とは，公表権（著作物の公表可否と公表時期や公表方法を決める権利），氏名表示権（著作物
に著作者の氏名やペンネームを表示できる権利），同一性保持権（第三者が無断で改変することを禁止する
権利）の３つを言う。
７）特許法第13条：特許出願人は，その特許出願を意匠登録出願に変更することができる。意匠法第46条：意
匠登録出願人は，その意匠登録出願を特許出願に変更することができる。
８）秘密意匠制度とは，意匠の登録日から３年間まで公開せず秘密にしておくことを認める制度であり，デザ
インは公開されると容易に模倣されやすいため，販売開始まで秘密情報にしておきたいという企業の要望
に応えたものである。ちなみに，特許には秘密制度はない。
９）部分意匠制度とは，以前の意匠制度ではひとつの意匠に独創的な創作部分が複数あっても物品全体として
の意匠しか取得できなかったため，意匠の重要部分を模倣される欠点があったが，平成10年の法改正で，
特徴ある部分の意匠だけでも意匠登録を可能にしたものである。
10）関連意匠制度とは，デザイン開発においてひとつのデザインコンセプトから関連するバリエーションを複
数保護できる制度であり，関連意匠制度のない以前は関連するデザインが類似意匠とされ審査段階で拒絶
されることも多かった。
11）著作権法38条：公表された著作物は，営利を目的とせず，かつ，聴衆又は観衆から料金を受けない場合には，
公に上演し，演奏し，上映し，又は口述することができる。ただし，当該上演，演奏，上映又は口述につ
いて実演家又は口述を行う者に対し報酬が支払われる場合は，この限りでない。
12）属地主義とは，その国の人でも外国人でも国籍を問わずすべての人に対して，その国内で発生したことは
その国の法律を適用することである。たとえば，属地主義に従えば，日本でなされた行為は外国人がやっ
たことでも，日本の法律を適用することになる。すなわち，米国の著作物を日本で取引するときは，取引
業者が米国人でも日本の著作権法に従わなければならない。
（参考文献）
BRUCE BERMAN “MAKING INNOVATION PAY”2006　John Wiley & Sons， Inc. USA
カミール・ギブス「知的財産」発明協会2005年６月
永田晃，他「知的財産マネジメント」中央経済社2004年７月
吉藤幸朔「特許法概説」有斐閣1997年12月
紋谷暢男「無体財産権法概論」有斐閣1997年４月
中山信弘「ソフトウェアの法的保護（新版）」有斐閣1988年７月
杉光一成，他「知的財産　管理＆戦略ハンドブック」発明協会2005年９月
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矢間治茂「著作権錬金術」鳥影社2006年６月
村山博「情報創造型企業」ふくろう出版2006年４月
村山博「経営情報技術の活用」西日本法規出版2005年１月
村山博，大貝春俊「高度知識化社会における情報管理」コロナ社2003年４月
（2007年１月19日受理）
環太平洋圏経営研究　第９号
- 30 -
Investigation of the Management Information in the Internet Society
Hiroshi MURAYAMA
　　Information technology extended the place of copy rights to utilize for business 
administration.　The copy rights become very important for digital products such as 
computers and mobile telephones using the Internet which supports our convenient life. 
The characteristic of digital products is that the price is decided by the value of the 
information instead of the value of the thing itself. But since the digital copy does not have 
quality degradation, anyone can make the same as the original thing. The copy rights are 
necessary to protect the digital products from the illegal copies. 
　　Information technology also made the business method patents using the Internet. And 
computer programs can be protected by both copy rights and patents. Thus, copy rights 
and patents are increasing the business concern as management information. Intellectual 
property information, including copy rights and patents, etc., is growing up to be the 
important position of business administration. 
　　This paper studies the management information such as copy rights and patents and 
also studies the change of the relation between copy rights information and patents 
information in the internet society. The following conclusions are reached.
(1) Copy rights and patents information turned into very important management 
information in companies. 
(2) We must watch the close relation between copy rights information and patents 
information in the internet society.
(3) We need to be cautious of the future change of the copy rights. The record of copy 
rights may start. The period of copy rights may be extended. The moral right of copy 
rights may be stopped. 
(4) The relation among brand information, design information and other management 
information becomes important in businesses. 
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(5) The internet society makes secret information disclosure and makes open information 
secret. That tells us the management information in companies is adjusting the internet 
society. 
(6)As the internet society worsens the circulation of management information in companies, 
specialists of management information in each company will be　absolutely necessary to 
circulate the management information through any member of the company. 
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